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THE LICENSING EXECUTIVES SOCIETY JAPAN

[２０２０年３月度関東月例研究会のご案内]

＜改正民法施行日直前企画＞
民法債権法改正と知財
－2020年4月施行改正民法が知財契約と知財紛争に与える影響－

開催日：２０２０年３月１６日(月)　
講　師：深井　俊至　弁護士
（ユアサハラ法律特許事務所）
拝啓　時下会員の皆様には益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。
３月の関東月例研究会は、「民法債権法改正と知財－2020年4月施行改正民法が知財契約と知財紛争に与える影響－」というテーマで、深井俊至弁護士（ユアサハラ法律特許事務所）を講師としてお招きし、ご講演いただくことになりました。

債権法の大幅な改正を含む2020年4月1日施行の改正民法は、消滅時効、法定利率、権利移転の対抗要件、瑕疵担保責任、相殺などに関する規定の改正を含み、知財契約と知財紛争に大きな影響を及ぼします。そこで、本講演では、民法が知財と関連する部分について、企業の知財担当者が知っておくべき民法の基本概念とそれを踏まえた今般の債権法改正の内容を解説いただきます。

改正民法施行日を直前に控えた今、本講演は、弁護士、弁理士、企業の法務担当者ほか、契約書のチェックに携わる知財担当者の方々にも大変有益なものと思われます。多数のご参加をお待ちしております。
また、月例研究会の終了後に講師を囲んで簡単な懇親会を開催しますので、是非、懇親会へのご出席をお願いいたします。　
敬具
＊本月例研究会は、日本弁理士会の継続研修としての認定を申請中です。本研修を受講し、所定の申請をすると、外部機関研修として選択科目２．５単位が認められる見込みです。
[関東月例研究会]

１．研究会
と　き：２０２０年３月１６日（月） １４：００－１７：００
ところ：東京理科大学「森戸記念館」第１フォーラム（Ｂ１Ｆ）
東京都新宿区神楽坂４－２－２　http://www.sut.ac.jp/info/access/kagcamp.html
講　師：深井　俊至　弁護士（ユアサハラ法律特許事務所）
講師略歴：
（学歴）

1988年　　　早稲田大学政治経済学部政治学科卒業（政治学士）

1996年　　　 ミネソタ大学ロースクール卒業（法学修士）

2009年　　　 信州大学大学院工学系研究科情報工学専攻修士課程修了（修士（工学））
（職歴）
1992年　　　 ユアサハラ法律特許事務所入所

1997-1998年　　Porter, Wright, Morris & Arthur法律事務所（オハイオ州コロンバス市）勤務

2005-2011年　日弁連コンピュータ委員会副委員長

2009-2011年　東京弁護士会インターネット法律研究部部長

2009-2014年　工業所有権審議会臨時委員

　2009年-現在　東京弁護士会紛争解決センター　あっせん人・仲裁人候補者
2014年-現在  税関における知的財産権侵害物品の輸入差止申立てに係る専門委員候補者
司　会：町野　静（弁護士法人イノベンティア　弁護士）
参加費：ＬＥＳ会員　　　　５,０００円（同一組織のメンバーを含む）
継続会員　　　　　２,０００円
一般　　　　　　１０,０００円
２．懇親会
と　き：　２０２０年３月１６日（月）　１７：１０－１８：００
ところ：　飯田橋　東京理科大学「理窓倶楽部」（PORTA　神楽坂６F）
http://tus-alumni.risoukai.tus.ac.jp/access/guide2
参加費：　１，５００円
３．［参加申し込み］
· 申込期限：３月１１日（水）
＊LES Japanウェブサイト　http://www.lesj.org/contents/japanese/02_1getsu.html　　　　　　　　　　
または、下記FAX用紙にて、本部事務局宛お申込み下さい。
---------------３月度関東月例研究会（２０２０年３月１６日）参加申込（FAX用紙）---------

日本ライセンス協会本部 　　担当：阿部利昭　行
ＦＡＸ：０３－３５９５－０４８５
【個人情報の取扱いについて】
・日本ライセンス協会は、申込の際に提供いただいた個人情報を、今回お申し込みの月例研究会に関するご連絡、講師への参加者の氏名、所属先の提供、当協会からの今後のご案内の送付その他本月例研究会の実施・運営のために利用します。

・個人情報は、不正アクセス、紛失、破壊、改ざんおよび漏洩等の予防、安全な管理に努めます。

上記取扱いに同意して３月度関東月例研究会（３月１６日）に参加を申し込みます。
	○参加、×不参加
	参加者氏名
	団体名／所属･役職
住所／TEL・FAX

（注１）
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○印を記入
（注２）

	研究会
	懇親会
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（注１）会員名簿に記載の所属団体名･役職･住所等に変更のない方は氏名のみで結構です。
（注２）継続会員とは、55歳を超えて勤務先を退職した後も個人で会員資格を継続し、特別の年会費（2万円）を適用されている正会員です。（詳細は会員名簿の規則またはホームページをご参照ください。
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